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東京エレクトロン健康保険組合
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第1期 第2期

2015～2017年度 2018～2023年度

スタート時は
身の丈に合った保健事業の展開

法令を順守した確実な取組み

生活習慣病対策 生活習慣病対策に加えて
がん等の対策

※厚生労働省・健康保険組合連合会「データヘルス計画書作成の手引き（改訂版）」から抜粋、加工している

日本再興戦略（2013年） 未来投資戦略（2017年）

第3期

第2期のさらなる発展
コラボヘルスを深化して対策

2024～2029年度

コラボヘルスを通じて、
成果を出す取組み

対象年度

データヘルス計画で
国が目指したもの

国のガイドラインを
踏まえた

当健保の主な
実施事項

政府の成長戦略

データヘルス計画とは

第3期データヘルス計画ではコラボヘルスを通じて、保健事業の成果を出す取組（加入者の健康増進）
が求められている。
※コラボヘルスとは・・・健保と事業者が連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、加入者の予防・健康づくりを効率的・効果的に実行することです。

関連する制度・
施策等

第2期特定健診・保健指導
第2期後期高齢者支援金制度

健康スコアリングレポートによるコラボヘルス

第3期特定健診・保健指導
第3期後期高齢者支援金制度

健康スコアリングレポートによるコラボヘルス

第4期特定健診・保健指導
第4期後期高齢者支援金制度

全ての保険者に義務付けられた国民の健康寿命延伸のための予防・健康づくりに資する新たな仕組み

⇒ レセプト・健診情報等のデータ分析を活用してPDCAサイクルに沿った効果的・効率的な保健事業
を実施するための実施計画



当健保の現状と第3期の方向性・目標

第3期の方向性

○当健保のボリュームゾーンである40代後半から50代前半の年齢層が第3期の6年間で50代にスライドす

るのに伴い、加入者全体の平均年齢も上昇していく。
○加入者の平均年齢上昇に合わせて生活習慣病等の増加が見込まれるため、

生活習慣の改善を通して肥満や高血糖等の健康リスク保有者を減少させていくことが必要である。

これからの課題

○Pep Up(ペップアップ)/活動量計を活用したイベント実施による運動習慣等生活習慣の改善・定着を目指す。
○特定健診・特定保健指導の更なる向上により、加入者の健康意識向上と医療費抑制を図る。
○生活習慣病の高リスク者に対する重症化予防事業を進めていく。

方向性：第2期保健事業を継続実施する。取組の推進にあたり事業主との連携を深める。
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6年後に達成する目標

○定期的な運動習慣を有する割合を33%に増やす（令和4年度29.7%）
○特定保健指導の実施率を60%まで向上させる（令和4年度52.2%）
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重点テーマ① Pep Up&活動量計をベースとした生活習慣改善

運動習慣のない方が運動を始められるきっかけづくりや食事習慣など規則正しい生活習慣を
確立できるように、Pep Up (ペップアップ)/活動量計を活用したウォーキングイベントやキャンペー
ンを継続実施していきます。



重点テーマ② 重症化予防

糖尿病性重症化予防事業
特定健診の結果と受診状況（病院受診のレセプ
ト有無）の分析結果から、重症化の可能性が高
い方を抽出し、医療機関の受診勧奨と保健指導

を実施します。

受診勧奨事業
人間ドックのがん検診項目で、要精検・要医療と
なった者の医療機関受診状況を確認し、未受診

者に受診勧奨の案内いたします。

当健保では、生活習慣病・がん疾患の保有率が年々増加しています。生活習慣病重症化予
防のため、リスク保有者に対して、受診勧奨・保健指導を提供し、脳・心疾患等の発症の抑制に
努めていきます。
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当健保加入者全体の状況



生活習慣改善

ヘルスリテラシー向上

個人向けポータルサイトPep Up(ペップアップ)活用

生活習慣病重症化予防

受診勧奨
重症化予防（糖尿病性重症化予防事業）

特定保健指導(被保険者・被扶養者40歳以上)

保健指導(生活習慣病発症予防)

人間ドック

健診・がん検診(全額補助）

特定健診（被保険者・被扶養者）

婦人科健診

一次予防(健康保持・増進、疾病予防) 二次予防(早期発見、早期治療)

コラボヘルス

保有する健康リスク

高

中

低

なし

加入者

事業主 健保組合

喫煙対策

事業主との定期的な共有

青字:第3期中に強化

【当健保が目指すこと】加入者の生活習慣改善による健康増進＆重症化予防

被扶養者健診
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第3期データヘルス計画（保健事業一覧）

出産家庭への情報誌配布

情報提供チラシ

ホームページ管理

インフルエンザ予防接種

電話相談

健康関連活動

ジェネリック医薬品使用促進

医療費のお知らせ

スポーツクラブ利用推奨

その他健康増進イベント

ウォーキングイベント

リスク者保健指導（40歳以下）



＜appendix＞
・当健保の状況（データ分析結果）
・主な保健事業の詳細
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性年齢構成
・人員構成のボリュームゾーンは45-54歳にシフト。第3期ではボリュームゾーンは更に高まる可能性がある。
・被保険者は男性の比率が高い。（84%前後）
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医療費（加入者全体）

・医療費は2020年度は減少したものの、2021年度以降は医療費が増加している。
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医療費（被保険者）
・男女別の医療費では総医療費・一人あたり医療費ともに増加している。一人当たり医療費では男性よりも女
性の増加幅が大きい。
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医療費（被扶養者）

・被扶養者医療費に関して男女とも2018年⇒2022年の医療費は増加傾向である。
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疾病別医療費（大分類）

・男女ともに生活習慣病の構成割合が約3割を占めている。
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疾病別医療費（中分類）

※人数は月単位の在籍期間に応じた人数で算出。小数点以下は切り上げ方式。
（例．通年在籍者は1人、6か月在籍者は0.5人）

・男性は歯科、新生物、循環器の割合が高く、女性は歯科と新生物の割合が高い。
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生活習慣病医療費（被保険者男性）
・高血圧、糖尿病、脂質異常症の医療費、保有率は増加傾向である。
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生活習慣病医療費（被保険者女性）

・男性と傾向は同様であるが、人数は少ないため、医療費へのインパクトは小さい。
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がん医療費（被保険者男性）

・大腸がんの医療費、保有率が増加傾向である。
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がん医療費（被扶養者女性）

・乳がんの医療費、保有率が増加傾向である。



特定健診・特定保健指導
・特定健診・特定保健指導の実施率について、被保険者・被扶養者ともに健保平均以上の水準を維持して
いる。
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健康状況
・被保険者は脂質と血糖のリスク保有者が課題である。
・被扶養者は健保平均よりも良い状態を維持できている。
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生活習慣
・被保険者・被扶養者はともに定期的な運動習慣の少なさが課題である。
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主な保健事業の詳細（１）
No カテゴリー 保健事業 目的 アウトプット指標 アウトカム指標

1 ヘルスリテラシー向上 個人向けポータルサイト活用 プラットフォームを利用し、自分ごととして健康に対する
リテラシーを向上

登録率（77%) 利用率（55%）

2 出産家庭への情報誌配布 子育ての一助 冊子配送（100%） 成果把握が困難なため設
定しない

3 情報提供チラシ作成 被扶養者の健診受診率 発送回数（年1回） 成果把握が困難なため設
定しない

4 ホームページ管理 周知の実施
ヘルスリテラシー向上

アクセス数（3,000回） 成果把握が困難なため設
定しない

5 インフルエンザ予防接種 罹患率低下及び重症化予防 被扶養者接種人数
（4,000人）

成果把握が困難なため設
定しない

6 健康関連活動 運動機会の提供 参加者数（360人） 成果把握が困難なため設
定しない

7 電話健康相談/メンタルヘルス 加入者の健康面、メンタルヘルス面のサポート 利用件数（130件） 成果把握が困難なため設
定しない

8 生活習慣の改善 スポーツクラブ施設利用 運動機会の提供 延べ利用回数
（13,000人）

定期的な運動習慣の割
合（33%）

9 禁煙サポート事業 喫煙率の低下 実施者数
（20人）

・禁煙成功率（80%）
・被保険者喫煙率
（21.5%）

10 ウォーキングイベント 運動習慣の改善 参加率(25%) ・イベント中の8,000歩以
上割合(70%)
・定期的な運動習慣の割
合（33%）

11 健康増進イベント（ウォーキングイベント以外） ヘルスリテラシー向上 参加率(22%) 適切な食事習慣を有する
割合（56.5%）

12 コラボヘルス 事業主との定期的な共有 事業主に沿った展開 実施回数
（年1回）

成果把握が困難なため設
定しない

※各事業の目標値は第3期DH計画最終年度とする。但し、期中の取組状況によって実績値と目標値に乖離がある場合、目標値の再設定を検討することがある。 21



主な保健事業の詳細（２）

No カテゴリー 保健事業 目的 アウトプット指標 アウトカム指標

13 生活習慣病重症化
予防

受診勧奨事業 医療機関受診を促し、疾病の早期発見、重症化予防 ・乳がん受診率38%
・子宮がん受診率15%
・胃がん受診率25%
・大腸がん受診率36.5%
・肺がん受診率42%

成果把握が困難なため設
定しない

14 重症化予防指導実施 医療機関への受診を促し、コントロール不良者を減らす 保健指導実施率（糖尿
病）(45%）

医療機関受診率（糖尿
病）(70%)

15 保健指導 特定保健指導 医療機関受診を促し、疾病の早期発見、重症化予防 特定保健指導実施率
（60%）

・特定保健指導対象者
割合（17.5%）
・肥満解消（13.4%）

16 リスク者保健指導実施 将来の特定保健指導対象者を減らす 35歳～39歳保健指導実施
率（60%）

40歳時点の特保対象者
割合（20%）

17 健診・がん検診 特定健診（人間ドック） 健診未受診者を減らし、健康維持・増進を強化 被扶養者受診率（77%） 成果把握が困難なため設
定しない

18 特定健診（被扶養者健診） 健診未受診者を減らし、健康維持・増進を強化 被扶養者受診率（77%） 成果把握が困難なため設
定しない

19 被扶養者健診 健診未受診者を減らし、健康維持・増進を強化 被扶養者受診率（77%） 成果把握が困難なため設
定しない

20 人間ドック 健診未受診者を減らし、健康維持・増進を強化 被扶養者受診率（77%） 成果把握が困難なため設
定しない

21 婦人科健診 健診未受診者を減らし、健康維持・増進を強化 参加率（40%） 成果把握が困難なため設
定しない
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